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１ 大腸がんと診断され、人工肛門の管理を行いながら、通院
による治療と仕事の両立を目指す事例 

 

Ａさん 

治療の状況 企業の状況 

がん種 治療状況 企業規模 職種等 産業医等 

50代 

男性 

大腸がん 

手術 

薬物療法 

中小企業 

正社員 

（情報サービス業

営業職） 

嘱託産業医 

保健師 

各１名 

 

（１）事例の概要 
ア 基本情報 

Aさんは、情報サービス業の中小企業において営業課長（正社員）として勤務する 50代男

性である。 
週５日勤務であり、1日当たりの所定労働時間は 8時 30分～17時 30分（休憩１時間）

の８時間であるが、ほぼ毎日時間外労働がある。管理職として部下 20 名程のマネジメント

を行うほか、自身も営業で客先に出向くことが多く、遠隔地（国内・国外）への出張も日常

的にある。 
会社には産業医が１名選任されており、産業医は月１回、会社に来訪する。その他、会社

には常勤保健師が１名おり、日常的な健康相談に対応している。 
 

イ 両立支援を行うに至った経緯 
Aさんががん検診を受けたところ、大腸がんが見つかった。手術が必要であったため、Aさ

んは職場の上司に相談し、しばらく休職して手術を受け、無事退院した。手術では肛門に近

い大腸の一部（直腸）を切除したことから、人工肛門を造設した。退院後は、病院に定期的

に通院しながら約半年間、飲み薬での薬物療法（抗がん剤治療）を行うこととなっていた。 

薬物療法開始から約 4か月が経過した頃、主治医から Aさんに対し、体調も落ち着き、人

工肛門の管理にも慣れてきたことから、そろそろ復職しても大丈夫だろうとの声かけがあっ

た。A さん自身もできれば早く仕事に戻りたいと考えていたため、上司に復職について相談

することにした。 

相談を受けた上司は、復職後すぐに営業を含めた元の業務ができるのかどうか分からなか

ったため、産業医も交えて復職後の働き方について検討することとした。 
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（２）様式例の記載例 
ア 勤務情報提供書 【労働者・事業者において作成】 

A さん、人事、上司、産業医とで復職後の働き方について話し合った結果、A さん自身の

希望もあり、元の営業職での復帰を長期的な目標にしつつ、復職後しばらくは治療の内容や

体調を考慮し、外勤や出張、残業は避け、デスクワーク中心の業務とすることとした。また、

利用可能な休暇制度・勤務制度についても確認した。 

日常的な体調や健康管理に関する注意点や、業務調整を行うために必要な今後の見通し（当

面の通院スケジュール、営業職として元の業務内容が可能となるおおよその時期など）に関

しては主治医に確認する必要があったため、勤務情報提供書を通じて主治医に意見を求める

こととした。 

 

イ 主治医意見書 【医師において作成】 
主治医は、勤務情報提供書に記載されている内容を踏まえ、A さんに通勤や仕事の内容、

復職に向けて悩んでいることについて確認した上で、勤務情報提供書に記載された質問内容

を中心に、主治医意見書を作成した。 

薬物療法に伴う副作用や、人工肛門の管理に伴い配慮が望ましい事項について、その理由

や配慮が必要な時期の目安とともに明記した。元の業務内容への復帰について質問があった

ため、治療スケジュールを勘案して現時点の主治医としての見解を記載した。 

 

ウ 職場復帰支援プラン 【事業者において作成】 
主治医意見書を踏まえ、再度 Aさん、人事、上司、産業医とで話し合った結果、主治医の

意見を勘案し時差出勤を適用することとした。また、最初の１～２か月は、身体的負荷の軽

減のため、時差出勤・短時間勤務とした。元の業務内容への復帰は薬物療法が終了し、体調

が落ち着いてから再度検討することとし、プランを作成した。 

プランは経過に応じて見直しが必要になることから、産業医の来社日に合わせて月 1回面

談し、就労状況について確認することとした。また、人工肛門の管理など、日常的な相談に

対しては保健師が対応することとした。 

 

（３）その他留意事項 
大腸がんの手術後は、人工肛門の造設の有無に関わらず、下痢等の消化器症状が長く残る場

合があり、職場環境や業務内容の調整が必要となることがある点に留意が必要である。
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勤務情報を主治医に提供する際の様式例（勤務情報提供書）の記載例 
 

 

    

  

・情報の提供・活用目的の明記が必要 

・いずれは元の業務内容に復帰することを念頭に、具

体的に仕事の内容を記載 

・元の業務内容への復帰が可能な時期を主治医に尋ね

るにあたって、仕事の負荷が分かるよう、外勤や出

張があること、休憩が取りづらいことなどについて

情報を記載 

・通院には有給休暇の利用で対応する予定であり、計

画的に取得可能であることを確認し、記載 

・記載されている復職後の働き方について、問題がな

いか確認 

・特に意見を求められている点について確認 

・外勤や出張業務への復帰時期に関しては、「職務内

容」等の内容から、薬物療法中は難しいと判断。復

帰時期としては薬物療法終了後、さらに副作用の心

配がなくなってからが妥当ではないかと予想 

 

・労働者本人と話し合い、現時点で想定している復職

後の働き方について記載し、事業者や労働者が悩ん

でいること、主治医に相談したいこと等、特に主治

医の意見がほしい点について明記 

・業務調整のために、治療の今後の見通しについて質

問 

・通院スケジュールを勘案して、通院は有給休暇で対

応可能であることを労働者と確認 

・通院にはかなりの時間を要するため、主治医意見書

で事業者への情報提供が必要と判断 

・体調不良時には在宅勤務の活用も視野に入れている

ため、チェック 

医療機関が確認する際のポイント 
・どのような作業内容や作業負荷の仕事に従事する予

定であるのかを確認 

労働者・事業者が作成する際のポイント 

・労働者本人が記載事項に齟齬がないかを事業者に確

認した上で署名 

・署名漏れがないか確認 

・記載内容を踏まえながら、労働者に要望や不安の有

無等について確認 

・主治医からの問い合わせに対応できるよう、担当

者、連絡先を明記 
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職場復帰可否等について主治医の意見を求める際の様式例（主治医意見書）の記載例  
 

 

   

  

・勤務情報提供書に記載されていた復職後の働き方につい

て、現在の労働者の状況や治療の予定を踏まえ、復職につ

いての検討が可能かどうか意見を記載 

・元の業務内容への復帰の目途について質問があったため、

治療予定も踏まえ、現時点の見解を記載 

・ガイドラインで示された情報の取扱いに則り情報を

取り扱う 

・勤務情報提供書「その他特記事項」に記載されていた質問

事項に対する回答を記載 

・事業者から質問のあった、体調や健康管理のため必要な配

慮や留意点について、具体的に記載。 

・出張があるとのことから、４）において、外勤・出張が可

能な時期の目安を記載 

・９月以降については改めて労働者に状況を確認し、

必要に応じて主治医意見書を求めることを念頭にプ

ラン作成を検討 

・主治医への質問事項に対する回答を確認 

・「業務の内容について職場で配慮したほうがよいこ

と」のうち２）と３）は対応必須であり、１）と

４）は対応方法について労働者や職場との調整によ

り対応する内容であると判断 

・「その他配慮事項」の記載から、通院日は 1日単位で

の有給休暇により対応することを想定。多目的トイ

レ（オストメイト対応）については社内に既にあ

り、使用できることを確認 

・措置期間は、症状や治療経過を踏まえ、上記の就業上の措

置や配慮事項が有効であると考えられる期間を記載 

・主治医意見書の措置期間は、事業者にとって、次に主治医

に意見を求めるべき時期の目安になる 

・現在想定しているデスクワークでの復職について、

問題がない旨確認 

・２～３か月後には元の業務内容へ復帰することを目

標として、プラン作成を検討 

医療機関が作成する際のポイント 事業者が確認する際のポイント 



5 

職場復帰支援プランの記載例 
  

 

 

・労働者本人との話合いの結果、個人情報の開示に関

しては労働者本人の判断に委ねることとしたため、

その旨記載 

・主治医、産業医の意見を勘案し、労働者本人との話

合いも踏まえ、職場復帰支援プランを作成 

・主治医意見書を踏まえ、元の業務内容への復帰は薬

物療法が終了して体調が落ち着いた後、関係者で協

議し検討する 

・主治医の意見を勘案し、人工肛門の管理や副作用の

対応について記載 

・特定の関与がある場合は、その役割について記載 

・主治医の意見に従い、薬物療法中は通勤ラッシュを

避けるため時差出勤とし、１～２か月は身体的負荷

軽減のために短時間勤務も適用 

・３か月目には薬物療法が終わることから、体調を確

認しつつ元の業務内容への復帰について検討する

旨、計画 

・その後は定期的に産業医面談により問題がないかど

うか確認する予定を記載 

・関係者による協議・確認を終えた内容であることが

分かるよう、署名 

事業者が作成する際のポイント 


